様式第４号

特定地域づくり事業協同組合の認定等に係る市町村の長の意見書
	意見の対象となる事業協同組合名
	
	当該事業協同組合の代表者氏名
	

	当該事業協同組合の地区
	

	１　当該事業協同組合の地区について（法第３条第３項第１号関係）
　　・地域人口の急減に直面している地域であることについての判断
　　　（人口減少率、高齢者比率、若年者比率、人口密度や地域の事業所数等）
・自然的経済的社会的条件からみた一体性についての判断
　　　（地区の自然的経済的社会的条件の状況等）

　　・当該地区への支援の必要性についての判断
　　　（地区の人口規模・人口密度・事業所数、条件不利性等）
２　当該事業協同組合の事業について（法第３条第３項第２号関係）
　　・事業計画の適正性についての判断
　　　（派遣先の確保の見込み、派遣職員の確保の見込み、不適正な運用のおそれ（他の派遣元事業主との関係含む。）の有無、収支計画の適正性、利用料金の適正性、市町村等からの財政支援の見込み等）

　　・就業条件の配慮についての判断
　　　（一定の給与水準の確保等）
　　・地域社会の維持及び地域経済の活性化についての判断
　　　（派遣先の数・事業内容、地区外からの派遣職員の確保等）
３　当該事業協同組合の関係事業者団体、市町村等との連携協力体制について
（法第３条第３項第４号関係）
　　・各関係事業者団体との連携協力体制についての判断
　　　（当該事業協同組合の派遣先の確保、職員の住居及び良好な子育て環境の確保等に関する連携協力の意向及び内容等）

　　・市町村の区域内のシルバー人材センターとの連携協力体制についての判断
　　　（当該事業協同組合の職員及び派遣先の確保等に関する連携協力の意向及び内容等）
　　・市町村との連携協力体制についての判断
　　　（当該事業協同組合の派遣先の確保、職員の住居及び良好な子育て環境の確保等に関する連携協力の意向及び内容等）
　４　その他

	　　　事業協同組合の特定地域づくり事業協同組合の認定に係る意見は、上記のとおりです。
　　年　　月　　日　
　○○県××町　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市　町　村　長　　　　



特定地域づくり事業協同組合の認定等に係る市町村の長の意見書
	意見の対象となる事業協同組合名
	○×事業協同組合
	当該事業協同組合の代表者氏名
	××　××

	当該事業協同組合の地区
	△△県□□町

	１　当該事業協同組合の地区について（法第３条第３項第１号関係）
・地域人口の急減に直面している地域であることについての判断
　　　　国勢調査の結果によると、昭和45年における人口は○人、平成27年における人口は×人であり、人口減少率は△％、高齢者比率は□％、若年者比率は○％である。また、人口密度は○人／㎢、地域の事業所数は●●から●●まで減少しており、地域人口の急減に直面している地域と認められる。
・自然的経済的社会的条件からみた一体性についての判断
　　　　○×事業協同組合の地区の△△県□□町は、行政区域として一体であり、また、同一の経済圏に属していることから、地区の一体性が認められる。

　　・当該地区への支援の必要性についての判断
　　　　国勢調査の結果によると、昭和45年における人口は○人、平成27年における人口は×人であり、人口減少率は△％である。平成27年の地区の人口密度は○人／㎢である。また、□年の調査によれば、地区内の事業所数は×である。これらの指標は、県内の様々な関連指標と比較して民間の自助努力のみでは人材の確保が困難であると認められる。
また、当該地区は山村振興法に基づく振興山村地域となっており、地域的な条件不利性が高い。
上記の通り、地区では人口の急減が見られ、地域的な条件不利性が高いことから、地域づくり人材の確保についての支援の必要性が高いと認められる。

２　当該事業協同組合の事業について（法第３条第３項第２号関係）
　　・事業計画の適正性についての判断
　　　　派遣先、派遣職員の確保については市町村の協力の下、確保の見通しが十分立てられている。事業内容について、不適正な運用は見られず、□□町の区域で労働者派遣事業を営む事業者を代表すると認められる有限会社Cから意見を聴取したところ、組合の認定に特に異議はないとのことであった。収支計画について、地区の平均的な賃金を踏まえた利用料金の設定となっており、市町村からの財政支援を併せて継続的な事業運営が行える収支計画となっている。
　　・就業条件の配慮についての判断
　　　職員の給与水準について、地区の平均的な賃金を踏まえた給与の水準となっている。
　　・地域社会の維持及び地域経済の活性化についての判断
　　　当該組合は、派遣労働者を６名雇用し、地区内の１１事業者に派遣を行う予定である。また、派遣労働者６名については、移住者２名、地域おこし協力隊の任期を満了した者２名を既に確保しており、定住者の増加につながっている。当該地区は地域づくり人材の確保が困難な地区であり、特定地域づくり事業によって、地域社会の維持及び地域経済の活性化に資するものと認められる。

３　当該事業協同組合の関係事業者団体、当該市町村等との連携協力体制について
（法第３条第３項第４号関係）
　　・各関係事業者団体との連携協力体制についての判断
　　　　関係事業者団体の○○商工会、△△観光協会、××農協、●●漁協、□□社会福祉協議会から意見を聴取したところ、いずれの団体も組合の事業に協力する意向を示している。具体的には、派遣先の情報提供等を積極的に行う連携協力体制が構築されている。

　　・市町村の区域内のシルバー人材センターとの連携協力体制についての判断
□□町の区域で業務を行うAシルバー人材センターから意見を聴取したところ、組合の事業に協力する意向を示している。具体的には、派遣先の情報提供等を積極的に行う連携協力体制が構築されている。

　　・市町村との連携協力体制についての判断
　　　　組合の地区が含まれる□□町及び○○町としては、組合の認定に異議はなく、財政支援のほか、移住者の人材確保、移住希望者への空き家のあっせん、放課後児童クラブの整備や事務局運営職員の兼務を通した協力を行う予定である。
４　その他


	　○×事業協同組合の特定地域づくり事業協同組合の認定に係る意見は、上記のとおりです。
令和２年６月８日　
　△△県□□町　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○　○　□　□　　　　
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